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VI章　周波数オークション制度の基本：　1993年の通信法改正結果 

　周波数オークション制度の基本は、前章で述べたように、1993年夏に改正・拡張された「1934年通信法」の第309条「免許申請に関する措置：免許の様式および免許に付せられるべき条件」第(j)項「競争入札の適用」に定められている。同項は、1983年に加えられた同条第(i)項「無差別選択の適用」の内容を実質的に置き換えるものであり、従来は無差別選択方式に拠っていた周波数割当のほとんどすべてに競争入札方式を適用するものである。本章では、（1993年改正直後の時点での）通信法309条(j)項の大要、およびこれに付随する同年のNTIA法改正内容の大要を説明する。

A. FCCに与えられるオークション実施の権限と制約

　通信法309条(j)項により、FCCに、競争入札（オークション）方式を適用して免許を発行する権限が与えられた。ただしそれには制約があり、下記1.～3. の条件を満たす周波数の割当についてのみ権限が与えられた。
1. 初期免許（initial license）であること（通信法309条 (j）(1)）
　本条件により、オークション制度が適用されるのは、初期免許に限られることになった。すなわち、FCCが使用目的・条件等を定めて周波数帯を分配（allocations）した後に、その中で指定される（より小さな）周波数帯の割当（assignment）のために、最初に発行される使用免許に限られることになった。したがって、本条項の発効日以前に免許が発行されている周波数の割当・変更・更新等については、オークションは適用されない。またオークションによって一度免許を獲得すれば、免許期限終了後に更新手続きをおこなう際にも、オークションは適用されないのである。これは、本オークション制度の根幹を定める原則であり、直接的には下記の2項目の意味を持っている。
　第1に、すでに保有している免許に対してオークションを適用しないことは、間接的に、免許既保有者がすでに使用している周波数を、その市場価値に相当する料金等を徴収されることなく（名目的な免許更新申請料や、名目的使用料は別である）半永久的に継続使用できることを意味する。もとより、更新申請時に、免許保有者が別に定められた資格を失えば、同一申請者による免許更新は認められず、したがって免許に付随する周波数の使用権は消滅する。しかしながら、その場合には、免許保有者は、周波数「使用権」を、資格を有する他者に有料譲渡（転売）することができる。したがって実際には、FCCによる同一目的の分配（allocations）が続くかぎり、そこで割当てられた周波数に対する事実上の「所有権・永久使用権」が免許保有者に認められることになる。もとより、これは、1993年以前において、そのような「周波数使用権」の譲渡・売買が成立していた事実（IV章B. 2）を追認するものである。
　第2に、上記と同様に、オークションによって免許を取得し、周波数使用権を入手した場合でも、本制約はその資格が「半永久的に」続くことを意味する。すなわち、本条項による「オークション」は、実質的に周波数の「所有権」自体を対象としている。経済学の用語でいえば、それは「周波数資源ストック」のオークションであり、「同資源サービス」のオークションではない。「周波数資源」の価値は、それを保有・使用することから得られる将来のすべての収益の現在価値の合計に等しい。将来の「すべての」収益の現在価値であるから、その金額は高額になる可能性があり、また、「将来の」収益を基盤とすることから、それは同時に不確実性・リスクをともなう。したがって、実際にオークションを実施したとき、落札価格が高騰・変動する可能性が大きい。
　なお将来において、もしFCCが周波数の使用目的・条件等を変更した場合、つまりその分配（allocations）内容を変更した場合に、免許保有者の「永久使用権」がどのような影響を受けるかが問題になる。法律規定上は、FCCが周波数の分配を変更する権限を持っている。分配内容を一新して新たに免許を発行する場合には、免許更新にはならない。そしてまた、301条によって周波数への私的所有権が否定されている。したがってその場合には免許保有者の「使用権」は消滅する、という解釈が成立し得る。しかしながら他方において、オークションによって事実上、半永久的な「使用権」に対する代価を支払ったのであるから、それに対する権利の保護は当然考慮されるべきであるとする主張も成立し得る。つまり、現行法上は明確な結論を出すことができない。

遠い将来までを含めれば、災害・戦争等の理由によって、一旦オークションによって割り当てた周波数を何らかの公的な使用目的のために「回収」する必要が生じるかもしれない。また、技術進歩によって、周波数の「分配方式」が著しく時代遅れになり、免許保有者の利益に反する「再分配（re-allocations）」が強く望まれる事態が生ずるかもしれない。これらの場合について現行通信法は何も規定していないので、もしそのような事態が生ずれば、将来同法を改正しないかぎり、司法判断によって決着をつける他はないであろう
。
2. 申請免許が相互に排他的（mutually exclusive）であること（通信法309条(j）(1) )
　この規定は、免許申請者が1事業者だけである場合には、（資格条件が満たされるかぎり）免許がそのまま交付され、オークションは実施されないことを意味する。つまり、その場合の周波数の「永久使用権」の代価はゼロになる。

経済学の見地から言えば、本条件はオークションによって徴収する金額が、「周波数資源の市場」における需要・供給の均衡価格（ゼロ）に等しいことを意味する。言い換えれば、周波数の独占的供給者（この場合はFCC）が、政府収入の増大を目的とする（独占）価格を徴収することを禁止している。すなわち、オークション制度は、競争市場における均衡状態に相当する結果を実現することを目的としていることになる。
　もし、周波数割当の代価徴収の目的が、競争市場の均衡状態の実現ではなく、政府収入の最大化にあれば、相互に排他的な免許申請が存在せず、1業者のみが免許を申請した場合においても、「周波数代価」を徴収することになる。その場合に徴収できる最大金額は、周波数に対する免許申請者の需要価格（申請者が支払う用意のある最高価格）である。本条件は、FCCが周波数に対する免許申請者の「需要価格」を収受することを禁止していると解することができる。
3. 免許保有者が、免許周波数を利用して何らかのサービスを営利目的で供給し、サービス加入者がその対価を免許保有者（同サービス供給者）に支払う場合であること（通信法309条(j）(2) ) 

なお上記のサービス供給とは、免許保有者が免許周波数を利用して加入者が通信信号を受信できるようにすること、あるいは、加入者が信号を直接に送信することができるようにすることのいずれか、あるいは双方であるとされている。
　本条件は、オークション制度を適用する免許の範囲を大幅に制限している。すなわち本条件は、オークションの適用を、免許保有者が周波数を使用して通信（受信あるいは送信、あるいはその両者）サービスを供給する場合に限定し、しかもその加入者から営利目的で通信サービスの対価を受け取る場合に限定している。

本項の結果、まず、営利目的であると非営利目的であるとを問わず、自営・自家使用のための周波数免許にオークションは適用されないことになる。とりわけ、警察・消防・鉄道・船舶・航空機・送配電などの業務の管理、安全維持等のために割り当てられている膨大な量の周波数については、本オークション制度は適用されない。

なお、本制約の適用境界には、不明確な点が残っている。たとえばタクシーの「配車業務（dispatching）」に無線通信が使用されるが、それがタクシー会社の自営である場合には、そのための周波数割当にオークションは適用されない。しかしながら、同一の（通信）業務が外部化される場合、すなわち、同一の業務が別の（通信）事業者によって供給される場合には、本条項によってオークションが適用されることになる。
　実際には、その場合でもいくつかの異なったケースが考えられる。第1に、タクシー会社が通信事業者の移動電話サービスを（一般の加入者と同様に）使用する場合には、もちろんオークションの適用範囲に入る。次に、タクシー会社が移動電話会社と「専用線型契約」を結んで利用する場合や、タクシー業務への使用に大幅割引を受ける場合についても、本条項にしたがえばオークションの適用を受けることになるだろう。さらに、それよりも、より「自家用」に近いケースとして、電話事業者がタクシー会社と共同で「dispatching業務用子会社」を設立し、同業務をタクシー会社に販売する場合は、どうであろうか。この場合のタクシー会社は、「加入者」としての性質はほとんど持たなくなるが、しかし、本条項を拡張解釈すれば、やはりオークションの適用があり得る。最後に上記子会社がタクシー会社に吸収合併された場合、dispatching業務用周波数は、形式上もタクシー会社の自家使用となるため、オークションは適用されないであろう。

通信法309条（j）（2）の規定は、「加入者から提供サービスに対する対価を受け取る（receiving compensation from subscribers in return for）」とのみ書かれており、周波数を提供する通信事業が、不特定多数の顧客を加入者として受け入れる事業（common carrier事業）であるか否か、そのサービスをタリフ（公開の供給価格）によって一律に供給しているか否かを明確に述べていないので、上記のようなボーダーライン・ケースが生ずるのである。
　実際には、周波数の割当は、（次章で説明するように）FCCが割当周波数帯ごとに規則を制定して実施されるので、上記ボーダーライン・ケースは、規則制定の中で処理されることになる。もとより原理的には、個々の事業者がFCCに対して「規則内容が通信法の規定に違反している」という理由で争うことは可能である。直接衛星放送サービス（DBS）用の周波数については、視聴料をチャネルごと、あるいは番組ごとに視聴者から徴収する場合は本条件を満たすが、コマーシャル付の（無料）放送については、地上放送と同様に（下記参照）、本条の適用範囲には入らない。実際には、DBS用の周波数はすべて（衛星軌道の使用権利と併せて）オークションによって割り当てられている。
　第2に本条件は、（地上）放送事業に使用される周波数割当へのオークションの適用を排除している。米国の地上放送（商業放送）は、これまですべてコマーシャル方式による民営事業であり、放送サービスの受益者すなわち視聴者が放送事業者に対して視聴料を支払うケースはなかった。もし本条件が米国以外の国で適用されることになれば、有料放送をどのように扱うかについて問題が生じるであろう。（衛星放送については、前記のようにFCCが、すべてオークション方式によって周波数が割り当てられるように規則を制定・実行している。）
　本条件は、議会における周波数オークション制度導入への反対意見に対して、導入賛成側と政府当局（FCCを含む）が妥協した結果の産物である。周波数オークションに対する反対は、既存放送事業者においてとくに強かった。また周波数を「自家用」に使っている公益事業・ネットワーク事業においても、当然のことながら反対意見が強かった。これらの反対意見との妥協をはかり、実質的にはPCSをはじめとする新規事業のみにオークション適用を限定することによって、まずオークションの「実績・経験」を積み、その後により広い範囲へのオークション導入を意図したものと考えられる。（後に述べるように、PCS、DBS等の周波数オークションはおおむね成功を収め、議会は1997年夏に周波数使用免許に関する通信法規定を再度改訂し、放送用周波数を含む広い範囲の電波について、オークションの導入を決定した。ただし、既存アナログ放送から移転するデジタル放送用電波は除外された（●章●.●）。）
　このように議会・FCCが周波数に対するオークションを段階的に導入せざるを得なかったのは、「周波数の公共性」を重んじる従来からの制度に対する支持が強かったからであろう。周波数資源は社会全体の共用財産と考えられていたので、これを実質上私有財産として事業者等に「分譲」することには強い抵抗があった。さらにこれに加えて、周波数をすでに割り当てられている既存事業者が、自己の経済的利害から周波数へのオークション適用に反対したのである。
B.　オークションの目的・基準とFCCの義務
1. 法が定める目的に沿う規則制定

　通信法309条(j)項は、FCCに対して周波数オークション実施の権限を、上記VI. A節の条件の下で与えている。実際にオークションを実施するためには、同条項の規定をより詳細に具体化し、実施手続きを定めた「規則」の制定が必要になる。同条項はFCCに対して、オークション実施のために、通信法が定めた目的に沿う「規則制定（Rulemaking）」の義務を課している（通信法309条(j)(3)）。このことによってFCCは、オークション実施の権限を与えられると同時に、その実施義務をも負うことになった。具体的な規則設定のために同条項が定めている目的・基準は、下記のとおりである。
2. オークション収入の処置（通信法309条(j)(8)）
オークション（競争入札）の用語から当然であるが、FCCがオークションによって周波数の経済価値を決定し、周波数免許の発行と引き換えに同経済価値に当たる金額を免許保有者から受け取り、これを国庫（財務省）に納入するべきことを定めている。しかしながらFCCには、オークション実施のための諸費用を同収入から直接に支払うことが認められており、したがって国庫に納入されるべき金額は、オークション実施から生ずる「純収入」ということになる。本規定は、オークションからの粗収入と費用をそれぞれ別個に連邦予算の一部として計上し、議会の承認を得る必要がないことを意味し、FCCのオークション実施業務を大幅に簡素化している。ただし、もとより、費用支出の正当化や、記録の保持・公開等に関して、連邦予算下の支出と同様の規則に服することは当然である。
3. 不当な利益等の排除（通信法309条(j)(4)とくに同(E) ）

次に通信法309条(j)項は、周波数オークションの実施から生じ得る不当な利益を排除するべきことを定めている。具体的には、オークションのプロセスにおいて生じ得るさまざまな不正行為を防止する手段を講じること、オークションの結果入手した周波数免許を他者に譲渡する場合の制限事項、情報開示等について述べており、その具体的内容は、規則によって定められるべきであるとしている。
4. 連邦政府収入の最大化の禁止（通信法309条(j)(7) ）

また、同条項は、周波数オークションのための規則制定において、オークション実施から得られる「連邦収入」の最大化に配慮してはならないことを定めている。すなわち、オークションの実施にあたり、FCCは通信法303条の定める「公共の便宜・利益あるいは必要（public convenience, interest, or necessity）」にしたがって周波数オークションを実施するべきであり、その目的の中には連邦収入の増大は含まれていないことを明示している。
　本規定を拡張解釈すれば、（前出の相互排他性の条件と同様に）FCCが周波数を独占的に供給することから生じる「独占利潤」を国庫にもたらすことを禁止していると解することができる。したがって、もしある周波数配分に対する免許申請が単一事業者だけで、相互排他性が存在しない場合には、オークションは実施せずに、（そのかぎりでは無料で）免許を発行しなければならない。また、実際にオークションを実施した結果、入札価格が予想よりも低すぎるなどの理由で、あるいはそのような結果を防止する目的で、オークション制度を構築するように規則を制定（たとえば最低入札価格の設定）してはならないことを意味する
。
C.　オークション方式設定における特別の配慮
　通信法309条(j)項は、オークションについての一般的な目的・基準に加え、若干の項目について特別の配慮を加えるべきことを定めている。その多くは、議会審議のプロセスで内外から寄せられた批判・注文等に応えて規定されたものである。実際には、これらの措置は、オークションによって実現されるべき「市場メカニズム」の機能に制限を加えることを意味し、後に述べるように（●章●. ●）、その一部はオークションの実施過程においていくつかの問題を生じた。
1.　応札者の立場による優遇措置（通信法309条(j)(4) ）
　通信法309条(j)項は、周波数オークションの結果、大規模事業者が強大な経済力を発揮して大部分の周波数を入手し、経済力の弱い事業者が周波数の使用から排除されることのないようにオークション制度を構築するべきことを定めている。この点は、議会審議のプロセスで、オークション制度の採用に対して上記の危惧から生ずる反対意見が出され、これを考慮して取り入れられたものである。具体的には、同条項は、オークションにおいて小規模企業（small business）、少数民族グループの所有になる企業（minorities）、非都市地域の電話会社（rural telephone companies）、および女性所有の企業（women）への免許発行の優遇を考慮するべきことを定めている。（これらの４グループは、その頭文字をとってSWMRと呼ばれた。あるいは指定優遇事業者（designated entities）と呼ばれた。）
2.　創始者優遇制度（通信法309条(j)(13) ）
　次に同条項は、技術進歩による新しいサービスの創出を促進するために、新技術の開発者に優先的に免許を与えることを認めている。しかしながら、この場合、新技術の開発者に対して周波数を無料で与えることは禁止し、（本項目制定以前にFCCが規則制定を通じて無料供与を保証した分を除き
）新技術の開発者に対しては、周波数の市場価値を15％まで減じた金額を対価として免許を与えることを認めている。本条項の審議中に、FCCは新技術の創出者に対する優遇措置を定める規則制定を進行させていた。しかし実際にPCSに使用される周波数について高額の入札が予想され、新技術の開発者に対してそのような周波数の免許を実質無料で与えることに対し、多方面から異論が生じた。議会はこれを考慮して、上記「15％条項」他の措置を定めたものである。
D.　オークションの規則制定に関する細目（通信法309条(j)(3),(5),(6),(8) ）
　上記のほか、通信法309条(j)項は、オークション制度の構築、すなわちそのための規則制定に際して、FCCが守るべきいくつかの原則を定めている。 

1.　FCCが、周波数を帯域別・地域別に区分してその分配（allocations）を定め、オークションにかけるべきことを定めている。
2.　FCCが規則制定にあたり、複数の代替的なオークション方式を考案し、それらを比較検討するべきことを定めている。
3.　周波数オークションへの参加者に対して、その参加資格、免許申請資格を明示することを定めている。
4.　オークションにおける入札金額については、入札保証金、落札頭金、そして落札金額のそれぞれについて複数の支払方式を検討するべきこと、またその納入については、一時払い、保証付き分割払いを含む複数の方式を検討するべきことを定めている。
5.　FCCに対し、オークションの結果免許を与えられた入札者が、遅滞なく事業を開始するための条件を設定するべきことを定め、その中に、事業開始期限、事業開始義務の不履行時のペナルティの明示を含ませている。また、オークションによって入手した周波数の退蔵防止の方法、利潤機会の薄い非都市地域での事業開始の促進方策を含めることを定めている。
E.　オークション制度の期限（通信法309条(j)(11),(12) ）
　通信法309条(j)項がFCCに与えるオークションの権限は、期限付きになっている。同条項は、まず、FCCが1997年7月末までにオークション実施結果に関する報告書を議会に提出するべきことを命じている。同報告書は、オークションの内容とその結果を評価し、必要があれば望ましい法律改正について勧告をすることを含むものとしている。
　さらに、同条項は、何らかの措置が新たにとられないかぎり、オークション実施に関するFCCの権限が1998年9月末に消滅することを定めている。
　これらの規定は、いずれも、議会がオークション実施について（その賛成側においても）若干の危惧を抱いており、オークションが実際に円滑・有効に進行しない可能性を考慮していたことを示している。もしもオークションが問題を引き起し、たとえば、多数の訴訟を生じて実際の進行が阻害された場合、議会・FCCが何もしなければ、FCCによるオークション実施の権限は1998年9月末に消滅し、その後は従来の無差別選択に戻ることになるわけである。
　もとより本条項は、「後向き」を意図したものではない。それはFCCに対して、良好なオークション制度を構築し、1998年9月末以降においても、議会がオークション制度の継続に同意できるような結果を示すよう求めている。オークション制度は、比較聴聞・無差別選択方式から生ずる業務の困難を解決するために、FCCの側から提案されたものである。議会はこれに対し、従来から保持してきた「国民共通財産としての周波数資源」の考え方と矛盾するにもかかわらず、FCCの困難を認め、オークション制度という「解決策」の導入に同意した。これを育て上げ、合理的かつ有効な周波数割当制度を構築することはFCCの義務である。オークション制度に期限を付したことによって、議会はFCCが速やかに良好なオークション制度を構築するためのインセンティブを与えたことになる
。
F.　政府保有周波数の民間使用への移転（周波数の「共用」）
　1993年夏の通信法改正に加え、これと同時に改正されたNTIA法第B編によって、NTIAおよびFCCは、従来政府使用となっていた周波数の一部を民間使用に移転することを義務づけられた。具体的には、まずFCCは、NTIAによって供給される政府使用の周波数を民間使用に振り向け、そのための免許を発行する等の義務を負う。
　これに対応し、NTIAは、同法改正後、18カ月以内に大統領と議会に報告書を提出し、政府使用の周波数の中から、民間使用に移管できる部分を指定する。具体的には、5GHz以下の周波数帯で合計200MHz分、そしてそのうち、3GHz以下の周波数帯で、100MHz以上の分を指定しなければならない。また、そのうち、5GHz以下の50MHz（3GHz以下の25MHzを含む）分の周波数は、報告書作成後、ただちに民間使用に移管するものとする（NTIA法113条（47USC923）(a)および(e)）。
　また、FCCは、同法改正後18カ月以内に、上記報告後、ただちに民間に移管されるべき周波数の配分について規則制定を完成し、また、同報告書において民間に移管される周波数の配分すべてについて、同報告の受領後1年以内に同周波数使用計画を大統領および議会に提出しなければならない旨を定めている。
　これらの規定は、実際にPCSを主とする新通信サービスを実現させるための措置であって、1993年の通信法等の改正に向けて議会が審議をおこなっていた期間中に、「周波数共用法案」等の名称で提案されていたものである。この措置によって、通信法309条(j)項によって制度が作られた周波数オークションは、同法改正後18カ月以内に最初のオークションが実施されることになった
。
� 　2000年●月に、第3世代移動電話用に振り向けるため、その時点までにオークションによって割当てられた周波数を「再配置」することが検討された。これに対し、オークション割当を受けた事業者は強く反対している（●章●. ●）。


� 　本条件の内容は、後に1997年の改正によって大幅に変更された（●章●.●）。


� 実際には、多数回実施されたオークションの中に、予想よりもはるかに低い金額で入札され、「周波数の叩き売り」という批判が生じたケースがあった。このような結果に対しては議会が最低入札価格の設定を立法したこともある（●章●. ●）。ただしこれは周波数割当に関する立法政策全体の問題であり、本条項の下でのFCCの業務にかかる問題ではない。


� ただし、この点については、1994年に議会がさらに修正措置を加えて「有料」とした（●章●.●I）。


� オークションは、一部を除いて満足できる結果をもたらし、FCCはその旨の報告書を1997年夏に議会に提出した。議会は、1998年9月末の期限を待つことなく、前年の1997年夏に再度通信法を改正し、オークション制度を2007年までの期限付で継続することを認めた。


� 最初のオークションは、狭帯域PCS全国免許について1994年7月に実施された（●章●. ●）。
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